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ﾐｬﾝﾏｰ国農村地域における再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰ導入調査

第 1 章 序 

1.1 はじめに 

この調査概要報告書は、(i) 序, (ii) 調査業務の実施内容、(iii) 報告書の概要説明、(iv) 結
論と提言の４章からなり、調査団が実施した「農村地域における再生可能エネルギー導

入調査」の概要を記述するものである。調査は平成 13 年 1 月に開始し、平成 15 年 9 月

に完了するまで、途中 7 ヶ月間の中断をはさみ、26 ヶ月の期間にわたり、ミャンマー国

および日本国内で実施した。調査には様々な機関と専門家がそれぞれの調査段階で参画

した。全期間にわたってお互いの理解と協力を図り、本調査を実施した。 

1.2 調査の目的と範囲 

1.2.1 調査の目的 

本調査はミャンマー国の農村地域における再生可能エネルギーを利用した地方電化に焦

点を当て、 

z 再生可能エネルギー導入に係るガイドラインの作成 
z 優先開発計画の策定 
z 既設小水力発電所のモニタリング結果に基づいて小水力発電所の運転・保守マニュ

アルの作成、および優先開発計画の策定を通じて設計マニュアルの作成 
z 調査期間中に収集された全ての情報とデータを含み、参照が簡便で、カウンターパ

ートによる更新が可能な、地方電化データベースの作成 

を目的とする。 

もう一つ重要な目的として、技術とノウハウの移転が上げられる。これは、技術分野に

限らず、組織と制度、料金、地方電化事業の運転・保守の側面も含む。これらは、調査

の全工程にわたって継続した。 

1.2.2 調査の範囲 

本調査は 2000 年 9 月 21 日にミャンマー国電力省､電力公社および JICA事前調査団によ

って署名された S/W（付属書類-1.2.1 参照）および M/M（付属書類-1.2.2 参照）に基づ

き実施された。本調査は 4 年次にわたり、 

z 第 1 年次および第 2 年次を第 1 フェーズ調査とし､ガイドラインと開発計画策定を

主目的とし、 
z 第 3 年次および第 4 年次を第 2 フェーズ調査とし､既設小水力発電所のモニタリン

グに基づくマニュアルの策定*1を主目的として 

調査を実施した。 

注；*1：平成１４年８月２３日に、国際協力事業団およびミャンマー国電力省間の会議

において同意・締結された議事録（付属書類-2.2.1 参照）に従って、当初計画されてい

たパイロットプロジェクトの代替として、既設小水力発電所のモニタリングを実施する

ことになった。 
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調査は以下の主要業務と成果品の提出から成る。 

z ガイドラインの作成 
z 開発計画のサイト選定、優先度評価、優先開発計画の策定 
z 既存小水力事業のモニタリングとマニュアル作成 
z 収集資料と調査・分析結果のデータベース作成 
z 技術移転  

図 1.2.1 に JICA調査団の要員計画を示す。団員は 12 名の団員から構成された。 

1.2.3 カウンターパート機関および実施機関 

本調査のカウンターパート機関は、本案件の実施責任者である電力省（MOEP）であり、

実施機関はミャンマー電力公社（MEPE）である。 

国境地域における現地調査時には、MEPE を通じて国境地域少数民族開発省へ事前連絡

した。この他の関係機関は、農業かんがい省、商業貿易省、気象水文局等であり、カウ

ンターパート機関を通して連絡・協議を行った。 

1.3 調査の背景 

ミャンマーはインドシナ半島の北西部にあり､国土面積は 68 万 km2で、南北 2,000 km、

東西 1,000 km と南北に細長い。ミャンマーは熱帯モンスーンに属するが、国土の北 1/3
は亜熱帯から温帯､南 2/3 は高温多湿な熱帯気候に区分される。降雨量は地域や標高に

よって大きく異なり、中部乾燥地帯で降雨量が最も低く、周囲の山脈や高原地域では高

い値を持つ。一般的に風速は全体的に速くないが、モンスーンと海風の影響を受けるラ

カイン州の海岸部の風速が最も速い。日射量は平野部において高く、山岳部では雲の発

生のため日射が少ない。 

ミャンマーは、一人当たりの GDP が US$270（97/98 年度推定）と低く、物価上昇率は

29.7%と高い。経済成長率は 1999/2000 年度で 5.7%であると発表されている。 

ミャンマーの国家機構の中で電源開発計画を策定し、電力供給を管轄するのは電力省

（MOEP: Ministry of Electric Power）である。MOEP は、電力局（DEP: Department of 
Electric Power）とミャンマー電力公社（MEPE: Myanmar Electric Power Enterprise）によ

って構成される。本調査の実施機関である MEPE の役割は全国を対象として、1) 電源開

発・電力系統建設、2) 発電・送配電、3) 配電、4)地方電化である。また、農村部におけ

る再生可能エネルギーの導入においては、これら以外にも、国境周辺部の開発を管轄し

ている国境地域少数民族開発省（PBANRDA）が重要な役割を果たし、灌漑目的のダム

建設を管轄している農業灌漑省（MOAI）との連携も必要である。 

ミャンマーにおける 1996/97 年度の総発電設備容量は 1,028 MW であり、国民一人当た

りの発電量は 0.022 kW/人と低い。発電量の 70%程度を消費する首都ヤンゴンやマンダ

レーの都市部では慢性的な電力不足に苦しんでいる。中央電力系統から独立した地方都

市の電力系統も同様に電力供給能力が極めて低く、電力供給は朝夕の数時間に限定され

ている。一方、農村地域での電力事情は更に劣悪で、電化率は 7.6% と極めて低い水準

にある。しかも、街灯しかない村落も「電化村」に含まれているので、世帯電化率は更

に低い。 
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農村地域では人口密度が低く、需要地が分散しているため、系統の配電網を延長するこ

とは非効率的である。MOEP による電源開発計画においては、都市部や工業地域へ電力

を供給する中央電力系統への設備投資が優先されており、農村電化の実施は著しく遅れ

ているのが現状である。 

しかし、全人口の 75%は農村地域に居住し、農村地域の電化は貧困緩和および民政安定

のためにも重要である。農村電化によって次に示す裨益効果が期待される。 

z 農村各家屋の電化による生活基盤の改善（電灯と電気製品の使用） 
z 学校への給電による教育設備の改善と一般家庭電化による教育環境の改善 
z 病院への給電による近代医療設備の導入促進 
z 地下水のポンプ給水による生活改善 
z 小規模農産加工施設への給電による農村地域経済の活性化 
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